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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期 

会計期間 

自平成12年 
４月１日 
至平成12年 
９月30日 

自平成13年 
４月１日 
至平成13年 
９月30日 

自平成14年 
４月１日 
至平成14年 
９月30日 

自平成12年 
４月１日 
至平成13年 
３月31日 

自平成13年 
４月１日 
至平成14年 
３月31日 

(1）連結経営指標等      

売上高（百万円） 449,694 427,111 388,867 913,682 845,496 

経常損益（百万円） △670 △9,480 4,376 309 △6,292 

中間（当期）純損益（百万円） △41,529 △11,934 △929 △48,634 △52,108 

純資産額（百万円） 335,846 307,252 266,718 323,840 271,287 

総資産額（百万円） 917,766 871,760 769,817 928,803 800,272 

１株当たり純資産額（円） 622.51 570.59 500.11 600.88 503.83 

１株当たり中間（当期）純損益
（円） 

△76.45 △22.15 △1.74 △89.91 △96.75 

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 36.59 35.25 34.65 34.87 33.90 

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

22,678 17,499 32,930 25,691 19,036 

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

△22,408 △16,163 △13,218 △42,505 △31,669 

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

5,720 △14,923 △24,241 23,174 752 

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高（百万円） 

39,382 26,865 25,016 39,766 28,911 

従業員数（人） 19,655 19,382 17,808 19,225 18,399 

(2）提出会社の経営指標等      

売上高（百万円） 271,451 210,178 183,532 528,353 409,057 

経常利益（百万円） 923 659 5,205 781 3,567 

中間（当期）純損益（百万円） △33,525 △2,422 757 △37,824 △13,341 

資本金（百万円） 100,002 100,002 100,002 100,002 100,002 

発行済株式総数（千株） 539,507 539,507 539,507 539,507 539,507 

純資産額（百万円） 293,665 276,785 265,816 283,591 267,182 

総資産額（百万円） 599,091 551,418 515,179 597,728 538,595 

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 

5.00 3.00 3.00 10.00 6.00 

自己資本比率（％） 49.02 50.20 51.60 47.44 49.61 

従業員数（人） 5,002 3,446 2,993 3,884 3,299 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 
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２．連結の第79期中間連結会計期間、第80期中間連結会計期間、第81期中間連結会計期間、第79期、第80期

の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、中間（当期）純損失を計上しているため記載して

いない。 

３．当中間連結会計期間から、１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）を適用している。 

 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 平成14年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

住宅事業  9,481 

環境・ライフライン事業  2,991 

高機能プラスチックス事業  3,753 

その他事業  1,432 

全社（共通）  151 

合計  17,808 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）である。 

 

(2）提出会社の状況 

 平成14年９月30日現在 

従業員数（人） 2,993 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）である。 

 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はない。 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費の低迷が依然として続き、当社グループ（当社及び連

結子会社）の関連市場においても、ＩＴ分野において液晶市場に回復が見られたものの、新設住宅着工戸数や

公共投資の減少など厳しい経営環境で推移した。 

このような状況のもと、当社グループでは前連結会計年度より取り組んでいる固定費削減、不採算事業の撤

退および再編、生産拠点の統廃合、事業のアライアンスを推進し、売上高は388,867百万円と前年同期に比べ

38,243百万円（△9.0％）の減収となったものの、営業損益は4,470百万円と前年同期に比べ7,676百万円の増

益となり、経常損益は4,376百万円と前年同期に比べ13,857百万円の増益となった。中間純損益については、

構造改善に伴う費用2,237百万円等を特別損失に計上した結果、929百万円の純損失となったが、前年同期に比

べ11,004百万円の改善となった。 

 なお、当社グループ（当社及び国内連結子会社）の消費税等に係る会計処理は税抜方式によっているため、

この項及び以下に記載の金額には、消費税等は含まれていない。 

 

事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりである。 

 

①住宅事業 

 住宅事業は、新築住宅市場が引き続き厳しい状況が続いたなかで、営業強化策として環境共生を基軸に新商

品開発を実施し、６月に若い世代に向けた戸建て住宅「ハイムＢＪ」、７月には、郊外型賃貸集合住宅「レト

アテラス」を発売した。また、首都圏、近畿圏の販売体制を再編した。このような施策の結果、受注はほぼ計

画どおり推移している。 

 ストック事業は前年比３４％増の順調な売上となった。５月には、リユースを主体とした新しい住宅供給シ

ステム「再築システムの家」の本格展開を開始した。 

 この結果、売上高は199,859百万円と前年同期と比べ18,198百万円（△8.3％）の減収となったが、営業利益

は、前連結会計年度より取り組んできた総人員削減、ユニット生産ライン統合、固定費削減等の効果により

2,365百万円と前年同期と比べ2,730百万円の増益となった。 

 

②環境・ライフライン事業 

 環境・ライフライン事業は、住宅着工や公共投資の減少のなかで、コア事業の競争力強化、不採算事業の改

善、総固定費の削減などを進め、収益体質の強化を図った。 

 コア事業の競争力強化としては、三菱樹脂㈱との共同出資により、塩ビ管及び継手の生産統括会社を設立し、

さらに、中国にポリエチレンＥＦ継手の生産合弁会社を設立した。 

 拡大する中国市場に向けては、青島市に現地法人と高性能水道管材の製造販売を行う合作会社を設立し、２

００３年３月より生産・販売を開始する予定になっている。 

 また、昨年実施した浴室ユニット事業の分社化や、生産拠点を統合した屋根材事業、北海道地域の生販一体

会社等は、いずれも計画どおりに業績を改善している。 

 この結果、売上高は81,843百万円と前年同期と比べ3,671百万円（△4.3％）の減収となったが、営業損失は

1,602百万円と前年同期と比べ1,392百万円の改善となった。 

 

③高機能プラスチックス事業 

 高機能プラスチックス事業は、事業ポートフォリオによる選択と拡大をさらに進め、ＩＴ、メディカル、車

輛材料、機能建材を重点分野と位置付け、先端・成長分野への参入をはかるとともに、事業構造改革を継続し

てきた。ＩＴ分野は液晶市場の回復により好調に推移した。自動車向け合わせガラス用中間膜もアジア地域を

中心とした需要拡大により堅調に推移し、７月には中国市場で最大手の合わせガラス加工メーカーと独占供給

契約を結び、自動車用中間膜の中国市場での拡販を図ることとした。 

 この結果、売上高は汎用可塑剤や事務機器向け成型品事業の撤退等の影響により79,856百万円と前年同期に

比べ8,918百万円（△10.0％）の減収となったが、営業利益は5,087百万円と前年同期に比べ3,406百万円（＋
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202.6％）の増益となった。 

 

④その他事業 

 その他事業では、当社の新規事業における防音床材事業、耐火シート事業、半導体製造装置事業は事業基盤

確立に向け堅調に推移し、関係会社における金型事業、設備機械事業、厚生サービス事業、農業・建設用事業

は順調に推移した。 

 この結果、売上高は27,308百万円、営業損失は1,903百万円となった。 

 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、総資産各項目

をきめ細かく圧縮すべく努め、また、有利子負債の削減を進めたこと等により前連結会計年度末より3,895百

万円減少（△13.5％）し、当中間連結会計期間末には25,016百万円となった。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動による資金の増加は32,930百万円（前年同期比15,431百万円増）と

なった。これは、売上債権が23,147百万円減少したこと及び減価償却費等によるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は13,218百万円（前年同期比2,944百万円減）と

なった。これは、生産設備等の有形固定資産の取得による支出が10,484百万円あったこと等によるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は24,241百万円（前年同期比9,317百万円増）と

なった。これは転換社債の償還16,499百万円、コマーシャルペーパーの返済11,000百万円を行ったこと等によ

るものである。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

住宅事業 206,788 △3.9 

環境・ライフライン事業 81,490 △6.8 

高機能プラスチックス事業 79,453 △10.8 

その他事業 27,077 △21.3 

合計 394,809 △7.3 

 （注）１．金額は、販売価格による概算値であり、セグメント間の取引についても概算で消去している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における住宅事業の受注状況を示すと、次のとおりである。 

 なお、住宅事業を除く製品については見込生産を主として行っているので、特記すべきものはない。 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％） 

住宅事業 181,677 △2.7 148,000 2.1 

 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

住宅事業 199,859 △8.3 

環境・ライフライン事業 81,843 △4.3 

高機能プラスチックス事業 79,856 △10.0 

その他事業 27,308 △21.4 

合計 388,867 △9.0 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 
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３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更

はない。 

 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約等はない。 

 

５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、住宅、環境・ライフライン、高機能プラスチックスのそれぞれの事

業部門で定めた狙いに対応して、研究開発体制の強化、見直しをはかるとともに、新製品、新技術の開発を中心

に研究開発を進めている。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は11,498百万円である。また、事業の種類別セグメン

トの研究開発内容及び研究開発費は次のとおりである。 

 

(1）住宅事業 

 主に住宅事業部住宅技術研究所と商品開発部が中心となって、「地球環境に優しく６０年以上安心して快適

に住み続けられる住まいの提供」という事業理念のもと、鉄骨系および木質系ユニット住宅の新製品開発・要

素技術・新工法等の開発を行っている。また、ストック型事業の強化に向けた研究開発部署として住環境事業

部住環境技術部を新設し、リフォーム技術・リフォームメニューの開発を推進している。 

 当中間連結会計期間の主な成果としては、鉄骨系ユニット住宅では戸建て住宅で、１２０角柱の採用により

３階建て住宅の空間対応力を大幅に向上させた「進デシオシリーズ」、１次取得層に向けシンプルでスタイ

リッシュなデザインと将来的な内部空間の可変性を特徴とした「ハイムＢＪ」を、集合住宅では、低層アパー

トにライフサイクルコストの概念を導入したタイル外壁の「レトアＪＸ」、ファミリー向け賃貸住宅として市

場が拡大しているテラスハウスとして「レトアテラス」を上市した。 

 リフォーム分野では、当社ストックの主力である陸屋根商品「ハイムＭ３シリーズ」に向けて、外装関連、

増築関連、ソーラーシステムを始めとした環境共生関連、設備の更新を中心とした加齢配慮関連等、一連のリ

フォームメニューの整備を完了した。当事業に係わる研究開発費は2,698百万円である。 

 

(2）環境・ライフライン事業 

 主に環境・ライフラインカンパニー各事業部と京都研究所が中心となって、管工機材及び住宅資材関連の新

製品開発を進めるとともに、新規事業創出のための研究開発を行っている。管更生や新エネルギー分野、シス

テム配管関連、住まい、水・音・リサイクルに関する環境商品及び住宅設備などの分野で、市場動向にマッチ

ングした開発を推進している。 

 当中間連結会計期間の主な成果としては、管工機材関連では、管更生のトータルシステム化をめざし、管路

診断ロボットの開発を完了した。また、塩ビ管の発売５０周年を記念し、夏場対応として「反りにくい塩ビ

管」を上市した。システム配管分野では、戸建排水システムの更なるラインナップ拡充を図るとともに給湯・

空調向けの新メタックス管・継手を開発し、下期に上市予定している。 

 住宅資材関連では、マンション向けに高耐候カラーパイプ、木粉と樹脂の押出成形による合成木材「リ

ファーレＥＸ」を上市し、ウッドデッキ分野の需要開拓を進めている。 

 新規事業関連では、遮音シート、Ｚフォームについては、ユーザー採用が増加しつつある。オレフィンを延

伸した超延伸シートについては、強度等の特性が評価され、ユーザーの採用が決定した。リサイクルＥＷ（エ

ンジニアリングウッド）についてはミニプラントを完成させた。当事業に係わる研究開発費は2,618百万円で

ある。 

 

(3）高機能プラスチックス事業 

 主に高機能プラスチックスカンパニー各事業部と開発研究所が連携して、高機能素材、成形加工品、メディ

カル関連の新製品及び新素材・生産技術の開発を推進している。 

 当中間連結会計期間は、新たな事業を検証するための調査・探索を主とした４プロジェクトを企画し発足し
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た。内容は、電子材料関連で２プロジェクト、メディカル関連で１プロジェクト、介護事業関連で１プロジェ

クトである。これらにより、前連結会計年度より継続している３プロジェクトとともに、情報通信、メディカ

ル、車両などの成長分野を中心に、独自技術とユーザー密着体制で世界に卓抜する技術、商品の開発を推進し

ている。 

 当中間連結会計期間の主な成果としては、液晶用シール剤、研究用試薬（サイトカイン産生能測定キット）、

自動車合わせガラス用遮熱中間膜、エコ壁紙用発泡粒子等の製品を上市した。当事業に係わる研究開発費は

3,685百万円である。 

 

(4）その他事業 

その他事業の中で重点的に研究開発を行っているのはＲ＆ＤテクノロジーセンターＮＢＯである。Ｐ２事業

では、「常圧プラズマ」によるＣＶＤ・エッチング・アッシング・洗浄技術で半導体及びＦＰＤ（フラット・

パネル・ディスプレイ）製造装置としての用途開発を行っている。ＦＰ(ファイアー・プロテクション)事業で

は独自の熱膨張耐火材料の用途展開を図り事業基盤を固めている。ＣＦ(コンポジット・フォーム)事業では、

ハニカム発泡ポリオレフィンの防音性能を生かした防音床材事業として事業開拓を行っている。 

当中間連結会計期間の主な成果は、Ｐ２事業ではＦＰＤ用ガラス基盤の洗浄ユニット開発、ＦＰ事業では区

画貫通用テープ等新製品の上市、ＣＦ事業では温水式暖房床材の開発が順調に推移したことがあげられる。当

事業に係わる研究開発費は2,495百万円である。 
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第３【設備の状況】 
 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、汎用可塑剤事業からの撤退に伴い、当社の堺工場（前期末帳簿価額2,190百万

円）を閉鎖した。これに伴い、460百万円の固定資産除却損等を計上している。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、改修、除却、売却等について、

当中間連結会計期間に重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はない。 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 1,187,540,000 

計 1,187,540,000 

 

②【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成14年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成14年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 539,507,285 539,507,285 

東京証券取引所 
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部） 
名古屋証券取引所 
（市場第一部） 

－ 

計 539,507,285 539,507,285 － － 
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(2）【新株予約権等の状況】 

 
中間会計期間末現在 
（平成14年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成14年11月30日） 

新株予約権の数（個） 925 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数
（株） 

925,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 450,000 同左 

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日～平成19年６月30日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円) 

発行価格   450 
資本組入額  225 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の行使に係る権利行使価額の年
間の合計額は1,200万円を超えることがで
きない。 
②新株予約権の割当を受けた者は、権利行使
時においても当社または当社関係会社の取
締役もしくは従業員の地位にあることを要
する。ただし、当社または当社関係会社の
取締役を任期満了により退任した場合、ま
たは定年により退職した場合、その他正当
な理由のある場合はこの限りでない。 
③新株予約権の質入、その他一切の処分（譲
渡を除く）は、認めない。 
④その他の権利行使の条件は、取締役会決議
に基づき、当社と新株予約権者との間で締
結する「新株予約権割当契約」に定めると
ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については、取締役会の承
認を必要とする。 

同左 

 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年４月１日～ 
平成14年９月30日 

－ 539,507 － 100,002 － 109,234 
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(4）【大株主の状況】 

  平成14年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

旭化成株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 30,144 5.59 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 26,181 4.85 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 21,419 3.97 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（信託勘定Ａ口） 

東京都千代田区丸の内１丁目４番３号 19,305 3.58 

株式会社大和銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 18,320 3.40 

積水ハウス株式会社 大阪市北区大淀中１丁目１番88号 17,592 3.26 

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21番24号 15,862 2.94 

みずほ信託退職給付信託旭化
成口再信託受託者資産管理
サービス信託 

東京都中央区晴海１丁目８番12号晴海アイ
ランドクリトンスクエアオフィスタワーＺ 

14,600 2.71 

東京海上火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 13,828 2.56 

指定単受託者三井アセット信
託銀行株式会社Ａ口 

東京都港区芝３丁目23番１号 12,000 2.22 

計 － 189,253 35.08 

（注）みずほ信託退職給付信託旭化成口再信託受託者資産管理サービス信託の持株数14,600千株は、旭化成株式会

社が保有する当社株式を退職給付信託に拠出したものである。 

 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 平成14年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,004,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 534,555,000 534,555 － 

単元未満株式 普通株式  2,948,285 － 
一単元（1,000 株）
未満の株式 

発行済株式総数 539,507,285 －－－－    － 

総株主の議決権 － 534,555 － 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が46,000株含まれている。また、「議決

権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数46個が含まれている。 
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②【自己株式等】 

   平成14年９月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式 
数の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

積水化学工業株式会社 
大阪市北区西天満
２－４－４ 

1,933,000 － 1,933,000 0.36 

セキスイハイム信越株 
式会社 

長野県松本市両島
６－11 

30,000 － 30,000 0.01 

栃木セキスイハイム株 
式会社 

栃木県宇都宮市東
宿郷５－３－４ 

41,000 － 41,000 0.01 

計 － 2,004,000 － 2,004,000 0.37 

（注）このほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株ある。なお、当

該株式数は①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含めている。 

 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月別 平成14年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 389 430 438 444 391 350 

最低（円） 347 343 386 380 342 311 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 
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第５【経理の状況】 
 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵

省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表

規則に基づき、当中間連結会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づいて作成している。 

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第

38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成している。 

 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成13年４月１日から平成13年９

月30日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日まで）の中間財

務諸表並びに当中間連結会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中

間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）の中間財務諸表について新日本監査法人により中間

監査を受けている。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成14年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   28,112   26,035   30,969  

２．受取手形 ※７  59,034   45,277   62,877  

３．売掛金   87,310   63,609   70,130  

４．有価証券   －   600   －  

５．製品   33,606   30,664   32,719  

６．販売用土地   12,102   11,875   12,015  

７．その他の棚卸資産   45,217   40,478   36,881  

８．前渡金   840   383   356  

９．前払費用   2,002   1,581   1,213  

10．繰延税金資産   9,423   10,677   9,991  

11．短期貸付金   8,077   8,816   7,453  

12．その他   20,165   21,881   22,219  

13．貸倒引当金   △1,398   △1,783   △1,445  

流動資産合計   304,492 34.9  260,097 33.8  285,381 35.7 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1,2          

(1）建物及び構築物  108,372   93,474   94,605   

(2）機械装置及び運搬
具 

 75,642   64,211   67,362   

(3）土地  71,700   74,140   72,686   

(4）建設仮勘定  13,323   12,282   9,644   

(5）その他  18,178 287,217 (33.0) 8,942 253,051 (32.9) 9,155 253,454 (31.7) 

２．無形固定資産           

(1）ソフトウェア  8,240   5,314   5,272   

(2）その他  2,527 10,767 (1.2) 2,591 7,906 (1.0) 2,972 8,244 (1.0) 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  210,891   186,310   191,619   

(2）長期貸付金  2,465   2,459   2,382   

(3）長期前払費用  2,045   1,930   1,910   

(4）繰延税金資産  38,448   43,978   43,319   

(5）その他  17,187   16,354   15,590   

(6）貸倒引当金  △1,755 269,282 (30.9) △2,270 248,763 (32.3) △1,631 253,191 (31.6) 

固定資産合計   567,268 65.1  509,720 66.2  514,890 64.3 

資産合計   871,760 100.0  769,817 100.0  800,272 100.0 
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前中間連結会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成14年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※2,7  48,081   38,288   43,131  

２．買掛金 ※２  87,884   83,463   85,576  

３．短期借入金 ※２  89,272   74,107   86,055  

４．コマーシャルペー 
パー 

  30,000   29,000   40,000  

５．１年以内に償還予定
の社債 

  112   5,205   5,143  

６．１年以内に償還予定
の転換社債 

  16,499   －   16,499  

７．未払費用   30,477   26,845   28,762  

８．未払法人税等   1,585   1,880   1,320  

９．繰延税金負債   257   163   182  

10．賞与引当金   11,806   9,281   10,472  

11．完成工事補償引当金   989   863   899  

12．前受金   27,723   31,274   26,495  

13．その他 ※６  23,655   20,257   24,428  

流動負債合計   368,345 42.3  320,628 41.6  368,967 46.1 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   30,372   25,334   25,369  

２．長期借入金 ※２  75,987   70,512   53,073  

３．繰延税金負債   3,406   3,470   3,332  

４．退職給付引当金 ※５  77,862   71,602   70,146  

５．連結調整勘定   420   392   407  

６．その他   4,142   4,467   3,948  

固定負債合計   192,191 22.0  175,779 22.8  156,276 19.5 

負債合計   560,537 64.3  496,408 64.5  525,244  

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   3,970 0.5  6,690 0.9  3,741 0.5 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   100,002 11.5  － －  100,002 12.5 

Ⅱ 資本準備金   109,234 12.5  － －  109,234 13.6 

Ⅲ 土地再評価差額金 ※８  － －  － －  334 0.0 

Ⅳ 連結剰余金   105,059 12.0  － －  63,210 7.9 

Ⅴ その他有価証券評価差
額金 

  △3,599 △0.4  － －  378 0.0 

Ⅵ 為替換算調整勘定   △2,967 △0.3  － －  △1,385 △0.2 

Ⅶ 自己株式   △477 △0.1  － －  △487 △0.1 

資本合計   307,252 35.2  － －  271,287 33.9 

           

 



－  － 
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前中間連結会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成14年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 資本金   － －  100,002 13.0  － － 

Ⅱ 資本剰余金   － －  109,234 14.2  － － 

Ⅲ 利益剰余金   － －  60,556 7.9  － － 

Ⅳ 土地再評価差額金   － －  334 0.0  － － 

Ⅴ その他有価証券評価差
額金 

  － －  874 0.1  － － 

Ⅵ 為替換算調整勘定   － －  △2,044 △0.3  － － 

Ⅶ 自己株式   － －  △2,239 △0.3  － － 

資本合計   － －  266,718 34.6  － － 

負債、少数株主持分及
び資本合計 

  871,760 100.0  769,817 100.0  800,272 100.0 

           



－  － 
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②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   427,111 100.0  388,867 100.0  845,496 100.0 

Ⅱ 売上原価   315,373 73.8  278,252 71.6  623,473 73.7 

売上総利益   111,737 26.2  110,615 28.4  222,022 26.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  114,943 26.9  106,144 27.3  225,116 26.6 

営業利益又は営業損
失（△） 

  △3,205 △0.7  4,470 1.1  △3,093 △0.4 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  462   369   941   

２．受取配当金  511   134   462   

３．有価証券売却益  47   －   －   

４．連結調整勘定償却額  65   92   138   

５．持分法による投資利
益 

 －   2,761   －   

６．雑収入  2,139 3,225 0.7 2,734 6,092 1.6 5,666 7,208 0.9 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  1,514   1,638   3,176   

２．コマーシャルペー
パー割引料 

 1   4   13   

３．売上割引  133   127   269   

４．持分法による投資損
失 

 5,315   －   485   

５．雑支出  2,535 9,500 2.2 4,417 6,186 1.6 6,462 10,407 1.2 

経常利益又は経常損
失（△） 

  △9,480 △2.2  4,376 1.1  △6,292 △0.7 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 178   －   1,747   

２．関係会社株式売却益  － 178 0.0 － － － 153 1,900 0.2 

Ⅶ 特別損失           

１．構造改善費用 ※３ 2,458   2,237   24,381   

２．貸倒引当金繰入額  －   712   －   

３．持分法による投資損
失 

※４ －   －   21,078   

４．投資有価証券評価損  －   －   9,086   

５．固定資産売却及び除
却損 

※５ 1,757 4,216 0.9 1,455 4,405 1.1 4,137 58,683 6.9 

税金等調整前中間
（当期）純損失 

  13,518 3.1  28 0.0  63,075 7.5 

法人税、住民税及び
事業税 

※６ △1,462   862   2,151   

法人税等調整額  － △1,462 △0.3 － 862 0.2 △12,817 △10,666 △1.3 

少数株主利益   △121 △0.0  38 0.0  △302 △0.0 

中間（当期）純損失   11,934 2.8  929 0.2  52,108 6.2 

           



－  － 
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③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 連結剰余金期首残高   119,439  －  119,439 

Ⅱ 連結剰余金増加高        

１．持分法適用会社増加
に伴う増加高 

 455 455 － － 455 455 

Ⅲ 連結剰余金減少高        

１．配当金  2,694  －  4,310  

２．役員賞与  40  －  46  

３．連結子会社増加に伴
う減少高 

 165  －  151  

４．連結子会社除外に伴
う減少高 

 － 2,900 － － 68 4,577 

Ⅳ 中間（当期）純損失   11,934  －  52,108 

Ⅴ 連結剰余金中間期末
（期末）残高 

  105,059  －  63,210 

        

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高  － 109,234 － 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

 
 

－ 
 
109,234 

 
－ 

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   －  63,210  － 

Ⅱ 利益剰余金減少高        

１．中間（当期）純損失  －  929  －  

２．配当金  －  1,615  －  

３．役員賞与  －  20  －  

４．連結子会社増加に伴
う減少高 

 － － 87 2,653 － － 

Ⅲ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  －  60,556  － 

        

 



－  － 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．税金等調整前中間
（当期）純損失 

 △13,518 △28 △63,075 

２．減価償却費  21,814 13,897 44,417 

３．固定資産除却損  1,757 1,455 4,137 

４．退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

 △1,692 1,140 △9,398 

５．受取利息及び受取配
当金 

 △973 △504 △1,403 

６．支払利息  1,648 1,769 3,459 

７．持分法による投資損
益（利益：△） 

 5,315 △2,761 21,563 

８．売上債権の増減額
（増加：△） 

 30,958 23,147 37,961 

９．棚卸資産の増減額
（増加：△） 

 2,003 270 11,707 

10．仕入債務の増減額
（減少：△） 

 △25,125 △8,720 △31,329 

11．前受金の増減額（減
少：△） 

 △4,241 3,978 △5,469 

12．役員賞与の支払額  △40 △20 △46 

13．その他  △837 △1,406 8,279 

小計  17,070 32,215 20,802 

14．利息及び配当金の受
取額 

 4,411 3,466 4,964 

15．利息の支払額  △1,671 △1,733 △3,399 

16．法人税等の支払額  △2,312 △1,017 △3,330 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 17,499 32,930 19,036 



－  － 
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前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．有形固定資産の取得
による支出 

 △22,587 △10,484 △38,805 

２．有形固定資産の売却
による収入 

 630 633 1,019 

３．投資有価証券の取得
による支出 

 △597 △1,222 △10,816 

４．投資有価証券の売却
による収入 

 2,328 298 13,454 

５．無形固定資産・長期
前払費用の取得によ
る支出 

 △1,896 △2,382 △4,079 

６．その他  5,960 △61 7,558 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △16,163 △13,218 △31,669 

 



－  － 
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前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．短期借入金の純増減
額（減少：△） 

 1,125 △2,579 12,672 

２．コマーシャルペー
パーの純増減額（減
少：△） 

 30,000 △11,000 40,000 

３．長期借入れによる収
入 

 18,289 20,717 18,456 

４．長期借入金の返済に
よる支出 

 △11,303 △12,911 △15,155 

５．社債の償還による支
出 

 △49,999 △16,499 △50,531 

６．配当金の支払額  △2,695 △1,625 △4,311 

７．少数株主への配当金
の支払額 

 △30 △26 △42 

８．その他  △310 △316 △335 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △14,923 △24,241 752 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 75 △191 433 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少額：△） 

 △13,513 △4,721 △11,446 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 39,766 28,911 39,766 

Ⅶ 連結子会社増加に伴う
現金及び現金同等物の
増加額 

 612 870 641 

Ⅷ 連結子会社除外に伴う
現金及び現金同等物の
減少額 

 － △43 △50 

Ⅸ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 26,865 25,016 28,911 

     

 



－  － 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数及びその主要な会社

名 

連結子会社の数 141社 

主要な連結子会社名 

 株式会社積水工機製作所、徳山積

水工業株式会社、ヒノマル株式会

社、株式会社ヴァンテック、積水成

型工業株式会社、株式会社積水興

産、積水ホームテクノ株式会社、名

古屋セキスイハイム株式会社、東京

セキスイ工業株式会社、関西セキス

イ工業株式会社、東京セキスイ商事

株式会社、東京セキスイハイム株式

会社、大阪セキスイハイム株式会

社、セキスイツーユーホーム東京株

式会社、セキスイツーユーホーム大

阪株式会社、積水ハイム不動産株式

会社、積水プラントシステム株式会

社、九州積水工業株式会社、 

Sekisui America Corporation、 

Sekisui(Europe)AG、 

Sekisui(U.K.)Ltd. 

 なお、当中間連結会計期間におい

て、福島セキスイファミエス株式会

社、北日本セキスイファミエス株式

会社、セキスイファミエス西東北株

式会社、新潟セキスイファミエス株

式会社、岐阜セキスイファミエス株

式会社、和歌山セキスイファミエス

株式会社、四国セキスイファミエス

株式会社、長崎セキスイファミエス

株式会社、セキスイルーフテック株

式会社、積水エフ・エフ・ユー工業

株式会社、積水コンサルティング株

式会社、立積住備工業株式会社、積

藤加工株式会社、仙積化工株式会

社、廣積化工株式会社、鹿積化工株

式会社、積水ライフテック株式会

社、セキスイメディカル電子株式会

社、積水包装機器システム株式会

社、尼積テープ加工株式会社、奈積

加工株式会社、奈積精密加工株式会

社、積水高分子化工株式会社、武蔵

化工株式会社、滋積工業株式会社、

山陰セキスイ商事株式会社、 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数及びその主要な会社

名 

連結子会社の数 143社 

主要な連結子会社名 

 株式会社積水工機製作所、徳山積

水工業株式会社、ヒノマル株式会

社、株式会社ヴァンテック、積水成

型工業株式会社、株式会社積水興

産、積水フィルム株式会社、積水

ホームテクノ株式会社、名古屋セキ

スイハイム株式会社、東京セキスイ

工業株式会社、関西セキスイ工業株

式会社、セキスイハイム東京株式会

社、セキスイハイム大阪株式会社、

積水ハイム不動産株式会社、積水プ

ラントシステム株式会社、東京セキ

スイ商事株式会社、九州積水工業株

式会社、Sekisui America 

Corporation、Sekisui(Europe)AG、

Sekisui(U.K.)Ltd. 

 なお、当中間連結会計期間におい

て、セキスイハイム山梨株式会社、

北近畿セキスイファミエス株式会

社、セキスイハイムサプライセン

ター株式会社、セキスイハイム信越

株式会社、セキスイファミエス信越

株式会社、Sekisui S-Lec Thailand 

Co., Ltd.の6社を新たに連結の範囲

に含めている。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数及びその主要な会社

名 

連結子会社の数 144社 

 主要な連結子会社は、「第１ 企

業の概況」の４．関係会社の状況に

記載しているため省略している。 

 なお、当連結会計年度において、

福島セキスイファミエス株式会社、

北日本セキスイファミエス株式会

社、セキスイファミエス西東北株式

会社、新潟セキスイファミエス株式

会社、岐阜セキスイファミエス株式

会社、和歌山セキスイファミエス株

式会社、山陰セキスイファミエス株

式会社、四国セキスイファミエス株

式会社、大分セキスイファミエス株

式会社、長崎セキスイファミエス株

式会社、九積セキスイファミエス株

式会社、鹿児島セキスイファミエス

株式会社、セキスイルーフテック株

式会社、積水エフ・エフ・ユー工業

株式会社、積水コンサルティング株

式会社、立積住備工業株式会社、積

水テクノ商事東日本株式会社、積水

テクノ商事中部株式会社、積水テク

ノ商事西日本株式会社、積藤加工株

式会社、仙積化工株式会社、廣積化

工株式会社、鹿積化工株式会社、積

水ライフテック株式会社、セキスイ

メディカル電子株式会社、積水包装

機器システム株式会社、尼積工業株

式会社、奈積加工株式会社、奈積精

密加工株式会社、積水高分子化工株

式会社、武蔵化工株式会社、滋積工

業株式会社、山陰セキスイ商事株式

会社、株式会社セキスイアカウン

ティングセンター、Sekisui Korea 

Co.,Ltd.、 

Pilon Plastics Pty. Ltd.、 

Sekisui Australia Pty. Ltd.、 

Sekisui Chemical Singapore  

(Pte.) Ltd.の38社を新たに連結の範

囲に含めている。    
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前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

Sekisui Korea Co.,Ltd.、 

Pilon Plastics Pty. Ltd.、 

Sekisui Australia Pty. Ltd.、 

Sekisui Chemical Singapore  

(Pte.) Ltd.の30社を新たに連結の範

囲に含めている。 

 また、前連結会計年度において連

結子会社であった株式会社セキスイ

ホームテクノ関西と株式会社セキス

イホームテクノ東京及び株式会社セ

キスイホームテクノ中部は合併によ

り積水ホームテクノ株式会社（株式

会社セキスイホームテクノ関西の商

号を変更）として、株式会社セキス

イサインシステムと株式会社セキス

イサインシステム東京は合併により

株式会社セキスイサインシステムと

して、それぞれ連結の範囲に含めて

いる。 

 また、前連結会計年度において連

結子会社であったセキスイツーユー

ホーム東京株式会社と東京セキスイ

ハイム株式会社は合併によりセキス

イハイム東京株式会社（セキスイ

ツーユーホーム東京株式会社の商号

を変更）として、大阪セキスイハイ

ム株式会社とセキスイツーユーホー

ム大阪株式会社は合併によりセキス

イハイム大阪株式会社（大阪セキス

イハイム株式会社の商号を変更）と

して、積水高分子化工株式会社と武

蔵化工株式会社は合併により積水武

蔵化工株式会社（積水高分子化工株

式会社の商号を変更）として、それ

ぞれ連結の範囲に含めている。前連

結会計年度において連結子会社で

あった新潟セキスイハイム株式会社

と持分法適用会社であったセキスイ

ハイム信州株式会社は合併によりセ

キスイハイム信越株式会社（セキス

イハイム信州株式会社の商号を変

更）として、連結子会社であった新

潟セキスイファミエス株式会社と持

分法適用会社であったセキスイハイ

ム信州株式会社の子会社であるセキ

スイファミエス信州株式会社は合併

によりセキスイファミエス信越株式

会社（セキスイファミエス信州株式

会社の商号を変更）として、それぞ

れ連結の範囲に含めている。 

なお、積藤加工株式会社及び

Sekisui S-Lec G.m.b.H.はそれぞれ

清算結了等したため連結の範囲から

除外している。 

 また、前連結会計年度において連

結子会社であった株式会社セキスイ

ホームテクノ関西と株式会社セキス

イホームテクノ東京及び株式会社セ

キスイホームテクノ中部は合併によ

り積水ホームテクノ株式会社（株式

会社セキスイホームテクノ関西の商

号を変更）として、積水フィルム東

日本株式会社と積水フィルム西日本

株式会社及び積水化工株式会社は合

併により積水フィルム株式会社（積

水フィルム西日本株式会社の商号を

変更）として、株式会社セキスイサ

インシステムと株式会社セキスイサ

インシステム東京は合併により株式

会社セキスイサインシステムとし

て、各々連結の範囲に含めている。 

 なお、前連結会計年度において連

結子会社であった株式会社セキスイ

ホームテクノ九州及び積水フィルム

北海道株式会社は清算結了したた

め、積水リース株式会社は株式を譲

渡したため、それぞれ連結の範囲か

ら除外している。ただし、株式会社

セキスイホームテクノ九州、積水

フィルム北海道株式会社の清算結了

までの期間の損益及び積水リース株

式会社の譲渡日までの期間の損益

は、連結損益計算書に含まれてい

る。 

   

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社名 

 株式会社セキスイ・システム・セ

ンター 他 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社名 

同左 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社名 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社の合計の総資産額、

売上高、中間純損益（持分に見合う

額）及び剰余金（持分に見合う額）

は、いずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼさないので連結の範

囲から除外している。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社の合計の総資産額、

売上高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼさないので連

結の範囲から除外している。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社の合計の総資産額、

売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び剰余金（持分に見合う額）

は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼさないので連結の範囲か

ら除外している。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用会社の数及びその主要な

会社名 

関連会社 10社 

主要な会社名 

 積水ハウス株式会社、積水化成品

工業株式会社、積水樹脂株式会社 

 なお、当中間連結会計期間におい

て香川ハイム株式会社及び高知セキ

スイハイム株式会社を新たに持分法

適用の範囲に含めている。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用会社の数及びその主要な

会社名 

関連会社 9社 

主要な会社名 

 積水ハウス株式会社、積水化成品

工業株式会社、積水樹脂株式会社 

 なお、当中間連結会計期間におい

てセキスイハイム信州株式会社を持

分法適用の範囲から除外している。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用会社の数及びその主要な

会社名 

関連会社 10社 

主要な会社名 

 積水ハウス株式会社、積水化成品

工業株式会社、積水樹脂株式会社 

 なお、香川ハイム株式会社及び高

知セキスイハイム株式会社について

は、当連結会計年度より持分法適用

の範囲に含めている。 

   

(2）持分法を適用しない主要な会社名等 

 持分法非適用の非連結子会社（株

式会社セキスイ・システム・セン

ター他）及び関連会社（株式会社り

びんぐ社他）については、それぞれ

中間純損益及び連結剰余金に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として

もその影響の重要性が無いので持分

法の適用範囲から除外している。 

(2）持分法を適用しない主要な会社名等 

 持分法非適用の非連結子会社（株

式会社セキスイ・システム・セン

ター他）及び関連会社（エス・

ピー・アール・レンタル株式会社

他）については、それぞれ中間連結

純損益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても

その影響の重要性が無いので持分法

の適用範囲から除外している。 

(2）持分法を適用しない主要な会社名等 

 持分法非適用の非連結子会社（株

式会社セキスイ・システム・セン

ター他）及び関連会社（エス・

ピー・アール・レンタル株式会社

他）については、それぞれ連結損益

及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としてもその影響

の重要性が無いので持分法の適用範

囲から除外している。 

   

(3）投資差額の処理 

 投資差額については10年間で規則

的に償却しており、当中間連結会計

期間末現在の未償却残高は3,059百万

円（借方）である。 

(3）投資差額の処理 

 投資差額については10年間で規則

的に償却しており、当中間連結会計

期間末現在の未償却残高は1,628百万

円（借方）である。 

(3）投資差額の処理 

 投資差額については10年間で規則

的に償却しており、当連結会計年度

末現在の未償却残高は2,359百万円

（借方）である。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

３．連結子会社及び持分法適用会社の中

間決算日等に関する事項 

 連結子会社のうち、 

Pilon Plastics Pty. Ltd. 及び 

Sekisui Australia Pty. Ltd.を除く

海外会社の中間決算日は６月30日、

Pilon Plastics Pty. Ltd.、 

Sekisui Australia Pty. Ltd.の中間

決算日は12月31日である。また、持

分法適用会社のうち積水ハウス株式

会社の中間決算日は７月31日であ

る。中間連結財務諸表の作成に当っ

ては、６月末及び７月末中間決算の

会社については、６月30日現在、７

月31日現在の中間財務諸表をそれぞ

れ使用し、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については連結上

必要な調整を行っており、12月末中

間決算の会社については中間連結決

算日現在で実施した仮決算に基づく

中間財務諸表を使用している。な

お、その他の連結子会社並びに持分

法適用会社の中間決算日は中間連結

決算日と同一である。 

３．連結子会社及び持分法適用会社の中

間決算日等に関する事項 

 連結子会社のうち、海外会社の中

間決算日は６月30日である。また、

持分法適用会社のうち積水ハウス株

式会社の中間決算日は７月31日であ

る。中間連結財務諸表の作成に当っ

ては、６月末及び７月末中間決算の

会社については、６月30日現在、７

月31日現在の中間財務諸表をそれぞ

れ使用し、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については連結上

必要な調整を行っている。なお、そ

の他の連結子会社並びに持分法適用

会社の中間決算日は中間連結決算日

と同一である。 

３．連結子会社及び持分法適用会社の事

業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、 

Pilon Plastics Pty. Ltd. 及び 

Sekisui Australia Pty. Ltd.を除く

海外会社の決算日は12月31日、Pilon 

Plastics Pty. Ltd.及び 

Sekisui Australia Pty. Ltd.の決算

日は６月30日である。また、持分法

適用会社のうち積水ハウス株式会社

の決算日は１月31日である。連結財

務諸表の作成に当っては、12月31日

現在、１月31日現在の決算財務諸表

をそれぞれ使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については連

結決算上必要な調整を行っており、

６月末決算の会社については連結決

算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用している。なお、そ

の他の連結子会社並びに持分法適用

会社の決算日は連結決算日と同一で

ある。 

   

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

…移動平均法に基づく原価法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（主として評価差額は

全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時

価法（主として評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

…主として移動平均法に基づく原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

②デリバティブ 

…時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

③棚卸資産 

…主として平均法に基づく原価法 

③棚卸資産 

同左 

③棚卸資産 

同左 

   



－  － 

 

 

26 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

建物（建物付属設備を除く） 

 主として定額法を採用している。 

その他の有形固定資産 

 主として定率法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

建物及び構築物     3～50年 

機械装置及び運搬具   4～13年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

建物（建物付属設備を除く） 

 主として定額法を採用している。 

その他の有形固定資産 

 主として定率法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

建物及び構築物     3～60年 

機械装置及び運搬具   4～17年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

 定額法を採用している。 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用可

能期間（主として５年）に基づいて

いる。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

   

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してい

る。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

②賞与引当金 

 従業員賞与（使用人兼務取締役の

使用人分を含む）の支給に充てるた

め、主として当中間連結会計期間末

直前支給額を基礎とした見積額を計

上している。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

 従業員賞与（使用人兼務取締役の

使用人分を含む）の支給に充てるた

め、主として期末直前支給額を基礎

とした見積額を計上している。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

③退職給付引当金 

 従業員退職金及び役員退職慰労金

の支出に充てるため、従業員分につ

いては当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額

を、また、役員分については内規に

基づき計算された当連結会計年度に

おける見積額を期間に基づき配分し

計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（主

として５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することとして

いる。 

③退職給付引当金 

従業員退職金及び役員退職慰労金

の支出に充てるため、従業員分につ

いては当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額

を、また、役員分については内規に

基づき計算された当連結会計年度に

おける見積額を期間に基づき配分し

計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（主

として５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理している。 

③退職給付引当金 

 従業員退職金及び役員退職慰労金

の支出に充てるため、従業員分につ

いては当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、また、役員分については内

規に基づき計算された金額の全額を

計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（主

として５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理している。 

   

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

いる。なお、在外子会社の資産、負

債、収益及び費用は、中間決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部における為替換

算調整勘定に含めている。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理してい

る。なお、在外子会社の資産、負

債、収益及び費用は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算

差額は資本の部における為替換算調

整勘定に含めている。 

   

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に準じた会計処理に

よっている。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に準じた会計処理に

よっている。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 原則として、時価評価されている

ヘッジ手段に係る損益又は評価差額

を、ヘッジ対象に係る損益が認識さ

れるまで資産又は負債として繰り延

べる方法による。なお、金利スワッ

プのうち「金利スワップの特例処

理」の要件を満たすものについて

は、金利スワップを時価評価せず、

その金銭の受払の純額を当該資産又

は負債に係る利息に加減している。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

(イ)資金の調達に係る金利変動リス

ク 

 借入金や社債などをヘッジ対

象として、金利スワップ等を

ヘッジ手段として用いる。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(ロ)外貨建資産・負債に係る為替変

動リスク 

 外貨建の仕入・売上に係る金

銭債権債務などをヘッジ対象と

して、為替予約等をヘッジ手段

として用いる。 

  

(ハ)外貨建の資金の調達に係る金利

及び為替変動リスク 

 外貨建借入金をヘッジ対象と

して、金利通貨スワップをヘッ

ジ手段として用いる。 

  

③ヘッジ方針 

 デリバティブ取引は、業務遂行

上、金融商品の取引を行うに当たっ

て抱える可能性のある市場リスクを

適切に管理し、当該リスクの低減を

図ることを目的とする場合に限る。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計又は相場変動とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変動の累計

又は相場変動を比較し、両者の変動

額等を基礎にして、ヘッジの有効性

を評価している。ただし、特例処理

によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略している。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

   

(7）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。 

(7）消費税等の会計処理 

同左 

(7）消費税等の会計処理 

同左 
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前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっている。 

 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

―――――― （中間連結損益計算書） 

前中間連結会計期間において区分掲記していた営業外収

益の「有価証券売却益」は、当中間連結会計期間より

「雑収入」に含めている。なお、当中間連結会計期間の

「雑収入」に含まれている有価証券売却益は77百万円で

ある。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前中間連結会計期間において区分掲記していた営業

活動によるキャッシュ・フローの「貸倒引当金の増

加額」は、当中間連結会計期間より営業活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めている。な

お、当中間連結会計期間の営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含まれている貸倒引当

金の増加額は107百万円である。 

―――――― 

  

２．前中間連結会計期間において営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めていた前受金の減

少額は、当中間連結会計期間より「前受金の減少

額」として区分表示している。なお、前中間連結会

計期間において営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含まれる前受金の減少額は191百万

円である。 

 

 



－  － 

 

 

30 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

――――― （自己株式及び法定準備金取崩等会計） 

当中間連結会計期間から「自己株式及び

法定準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）を適用してい

る。これによる当中間連結財務諸表に与

える影響は軽微である。なお、中間連結

財務諸表規則の改正により、当中間連結

会計期間における中間連結貸借対照表の

資本の部及び中間連結剰余金計算書につ

いては、改正後の中間連結財務諸表規則

により作成している。 

――――― 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成14年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

424,274百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

357,839百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

361,839百万円である。 

   

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとお

りである。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとお

りである。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとお

りである。 
 

 百万円 

建物及び構築物 1,259 

機械装置及び運
搬具 

603 

工具器具備品等 24 

土地 2,287 

計 4,173 
  

 
 百万円 

建物及び構築物 1,310 

機械装置及び運
搬具 

91 

土地 2,964 

計 4,367 
  

 
 百万円 

建物及び構築物 918 

機械装置及び運
搬具 

96 

土地 2,282 

計 3,297 
  

担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 
 

 百万円 

支払手形 491 

買掛金 2,455 

短期借入金 1,961 

長期借入金 3,459 

計 8,367 
  

 
 百万円 

支払手形 126 

買掛金 2,200 

短期借入金 2,534 

長期借入金 2,982 

計 7,844 
  

 
 百万円 

支払手形 197 

買掛金 2,640 

短期借入金 2,164 

長期借入金 3,277 

計 8,278 
  

上記のうち工場財団組成物件は次

のとおりである。 

担保に供している資産 

上記のうち工場財団組成物件は次

のとおりである。 

担保に供している資産 

上記のうち工場財団組成物件は次

のとおりである。 

担保に供している資産 
 

 百万円 

建物及び構築物 590 

機械装置及び運
搬具 

603 

工具器具備品等 24 

土地 1,117 

計 2,334 
  

 
 百万円 

建物及び構築物 238 

機械装置及び運
搬具 

91 

土地 1,112 

計 1,442 
  

 
 百万円 

建物及び構築物 246 

機械装置及び運
搬具 

96 

土地 1,112 

計 1,454 
  

担保付債務 担保付債務 担保付債務 
 

 百万円 

短期借入金 778 

長期借入金 1,418 

計 2,197 
  

 
 百万円 

短期借入金 936 

長期借入金 982 

計 1,918 
  

 
 百万円 

短期借入金 781 

長期借入金 1,277 

計 2,059 
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前中間連結会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成14年３月31日） 

 ３．保証債務 

下記の債務についてそれぞれ保証を

行っている。 

 ３．保証債務 

下記の債務についてそれぞれ保証を

行っている。 

 ３．保証債務 

下記の債務についてそれぞれ保証・

保証予約等を行っている。 

(1）ユニット住宅購入者が利用する

住宅ローン 

32,604百万円 

(1）ユニット住宅購入者が利用する

住宅ローン 

36,915百万円 

(1）ユニット住宅購入者が利用する

住宅ローン 

37,448百万円 

(2）従業員持家制度促進のための住

宅ローン 

9,691 

(2）従業員持家制度促進のための住

宅ローン 

6,432 

(2）従業員持家制度促進のための住

宅ローン 

7,515 

  (3）非連結子会社の借入債務 

  
 

Sekisui S-Lec  
Thailand Co., 
Ltd. 
(380,790千タイ
バーツ) 

1,195 

  
   

 
４．受取手形割引高 300百万円 

受取手形裏書譲渡
高 

45 

  

 
４．受取手形割引高 203百万円 

受取手形裏書譲渡
高 

35 

  

 
４．受取手形割引高 323百万円 

受取手形裏書譲渡
高 

180 

  
   

※５．退職給付引当金には役員分1,516百

万円を含む。 

※５．退職給付引当金には役員分1,689百

万円を含む。 

※５．退職給付引当金には役員分1,592百

万円を含む。 

   

※６．このうち未払消費税等の額 ※６．このうち未払消費税等の額 ※６．このうち未払消費税等の額 

1,801百万円 1,461百万円 2,264百万円 

   

※７．中間連結期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもっ

て決済処理をしている。なお、当

中間連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の中間

連結期末日満期手形が中間期末残

高に含まれている。 

※７．   ────── ※７．連結会計年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日を

もって決済処理をしている。な

お、当連結会計年度の末日及びそ

の前日は金融機関の休日であった

ため、次の手形が連結会計年度末

残高に含まれている。 
 

受取手形 7,364百万円 

支払手形 4,904 
  

 
 

受取手形 7,623百万円 

支払手形 4,374 
  

   

※８．   ────── ※８．   ────── ※８．持分法適用会社である積水化成品

工業株式会社では、土地の再評価

に関する法律（平成10年３月31日

公布法律第34号および平成13年３

月31日公布法律第19号による一部

改正）に基づき、事業用の土地の

再評価を行っている。当該再評価

差額金の当社持分相当額334百万円

を、「土地再評価差額金」として

資本の部に計上している。 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費

目及び金額は、次のとおりであ

る。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費

目及び金額は、次のとおりであ

る。 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費

目及び金額は、次のとおりであ

る。 
 
 百万円 

運賃荷造費保管料 12,550 

貸倒引当金繰入額 99 

従業員給料手当及
び賞与 

32,498 

賞与引当金繰入額 3,528 

退職給付費用 4,160 

減価償却費 6,714 

研究開発費 11,499 
  

 
 百万円 

運賃荷造費保管料 11,753 

従業員給料手当及
び賞与 

30,435 

賞与引当金繰入額 2,722 

退職給付費用 4,165 

減価償却費 2,818 

研究開発費 11,498 
  

 
 百万円 

運賃荷造費保管料 25,716 

貸倒引当金繰入額 508 

従業員給料手当及
び賞与 

66,362 

賞与引当金繰入額 4,110 

退職給付費用 7,984 

減価償却費 13,608 

研究開発費 22,618 
  

なお、研究開発費は一般管理費の

みである。 

 

なお、研究開発費は一般管理費の

みである。 

なお、研究開発費は一般管理費の

みである。 

※２．固定資産売却益の主な内訳は、土

地93百万円、機械装置68百万円で

ある。 

※２．    ───── ※２．固定資産売却益の主な内訳は、建

物1,460百万円、土地252百万円で

ある。 

   

※３．構造改善費用の主な内訳は、事業

形態変更に伴う費用等関係会社再

編関連費用176百万円、早期退職に

よる割増退職金619百万円、固定資

産売却及び除却損1,236百万円（主

に機械装置及び運搬具）である。 

※３．構造改善費用の主な内訳は、事業

形態変更に伴う費用等関係会社再

編関連費用454百万円、事業撤退に

伴う固定資産売却及び除却損等

1,434百万円（主に機械装置及び運

搬具）である。 

※３．構造改善費用の主な内訳は、事業

形態変更に伴う費用等関係会社再

編関連費用630百万円、早期退職に

よる割増退職金18,602百万円、固

定資産売却及び除却損3,897百万円

（主に機械装置及び運搬具）であ

る。 

   

※４．    ───── ※４．    ───── ※４．持分法適用会社である積水ハウス

株式会社に係る持分法による投資

損失を計上している。これは積水

ハウス株式会社が臨時巨額の販売

用不動産評価損（特別損失）なら

びに退職給付会計基準変更時差異

償却額（特別損失）に起因する連

結当期純損失を計上したことに伴

い発生した、持分法による投資損

失である。なお、前連結会計年度

においては、積水ハウス株式会社

に係る持分法による投資利益4,315

百万円は営業外収益に計上されて

いる持分法による投資利益に含ま

れている。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

※５．固定資産売却及び除却損の主な内

訳は、建物及び構築物1,279百万

円、機械装置及び運搬具300百万円

である。 

※５．固定資産売却及び除却損の主な内

訳は、建物及び構築物382百万円、

機械装置及び運搬具511百万円、土

地263百万円である。 

※５．固定資産売却及び除却損の主な内

訳は、建物及び構築物3,068百万

円、機械装置及び運搬具578百万円

である。 

   

※６．当中間連結会計期間における税金

費用については、簡便法により計

算しているため、法人税等調整額

は「法人税、住民税及び事業税」

に含めて表示している。 

※６．     同左 ※６．    ───── 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成13年９月30日現在） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成14年９月30日現在） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成14年３月31日現在） 
 
現金及び預金勘定 28,112百万円 

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△1,246 

現金及び現金同等物 26,865 
  

 
現金及び預金勘定 26,035百万円 

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△1,019 

現金及び現金同等物 25,016 
  

 
現金及び預金勘定 30,969百万円 

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△2,058 

現金及び現金同等物 28,911 
 

   

  ２．株式の売却により連結子会社から除

外した会社の資産及び負債の主な内

訳 

 株式の売却により連結子会社から

除外した積水リース株式会社の資産

及び負債の主な内訳は次のとおりで

ある。 

  
 
リース資産 27,819百万円 

その他の資産 10,742 

資産合計 38,562 

  

短期借入金 15,700 

長期借入金 19,000 

その他の負債 2,893 

負債合計 37,594 
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．借主側（当社グループが借主となっ

ているリース取引） 

１．借主側（当社グループが借主となっ

ているリース取引） 

１．借主側（当社グループが借主となっ

ているリース取引） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 
 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

建物及び構築
物 

366 156 210 

機械装置及び
運搬具 

193 125 67 

その他の有形
固定資産 

4,693 2,142 2,550 

ソフトウェア 16 8 7 

合計 5,269 2,433 2,836 

  

 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

建物及び構築
物 

16,312 7,964 8,347 

機械装置及び
運搬具 

2,342 1,439 902 

その他の有形
固定資産 

7,301 3,593 3,707 

ソフトウェア 1,315 729 585 

合計 27,271 13,728 13,543 

  

 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び構築
物 

17,262 7,783 9,478 

機械装置及び
運搬具 

8,382 4,364 4,017 

その他の有形
固定資産 

7,032 3,226 3,806 

ソフトウェア 1,801 958 843 

合計 34,479 16,333 18,146 

  
（注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

（注）     同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定している。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

 
１年内 1,043百万円 

１年超 1,792 

計 2,836 
  

 
１年内 5,986百万円 

１年超 7,557 

計 13,543 
  

 
１年内 7,472百万円 

１年超 10,673 

計 18,146 
  

（注） 未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

している。 

（注）     同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当

額 

(3）支払リース料及び減価償却費相当

額 

(3）支払リース料及び減価償却費相当

額 
 
支払リース料 641百万円 

減価償却費相当額 641 
  

 
支払リース料 4,171百万円 

減価償却費相当額 4,171 
  

 
支払リース料 1,173百万円 

減価償却費相当額 1,173 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

  (5）当連結会計年度において、積水

リース株式会社が連結対象会社で

なくなったため、前連結会計年度

に比べて期末残高相当額等が増加

している。 



－  － 

 

 

37 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

２．貸主側（当社グループが貸主となっ

ているリース取引） 

───── ２．貸主側（当社グループが貸主となっ

ているリース取引） 

(1）リース物件の取得価額、減価償却

累計額及び中間期末残高 

 (1）リース物件の取得価額、減価償却

累計額及び期末残高 
 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

中間期末
残高 
(百万円) 

建物及び構築
物 

1,455 508 946 

機械装置及び
運搬具 

6,374 3,662 2,712 

その他の有形
固定資産 

13,270 6,380 6,889 

ソフトウェア 3,498 1,681 1,816 

合計 24,598 12,233 12,365 

  

    

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

建物及び構築
物 

－ － － 

機械装置及び
運搬具 

－ － － 

その他の有形
固定資産 

－ － － 

ソフトウェア － － － 

合計 － － － 

  
(2）未経過リース料中間期末残高相当

額 

 (2）未経過リース料期末残高相当額 

 
１年内 4,830百万円 

１年超 7,768 

計 12,598 
  

  
１年内 －百万円 

１年超 － 

計 － 
  

(3）受取リース料、減価償却費及び受

取利息相当額 

 (3）受取リース料、減価償却費及び受

取利息相当額 
 
受取リース料 3,208百万円 

減価償却費 2,912 

受取利息相当額 303 
  

    
受取リース料 6,273百万円 

減価償却費 5,666 

受取利息相当額 561 
  

(4）利息相当額の算定方法 

リース料総額と見積残存価額の合

計額からリース物件の購入価額を

控除した額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息

法によっている。 

 

 

(4）利息相当額の算定方法 

リース料総額と見積残存価額の合

計額からリース物件の購入価額を

控除した額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息

法によっている。 

  (5）当連結会計年度において、積水

リース株式会社が連結対象会社で

なくなったため、リース物件の貸

主として該当する期末残高はな

い。 
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（有価証券関係） 

Ⅰ．前中間連結会計期間末（平成13年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

その他 1,600 1,590 △9 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 21,704 16,352 △5,352 

(2)債券    

国債・地方債等 92 93 1 

社債 93 96 2 

(3)その他 536 357 △179 

合計 22,427 16,899 △5,527 

 

３．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,166 

非上場外国債券 6,043 
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Ⅱ．当中間連結会計期間末（平成14年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

その他 1,600 1,592 △8 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 12,224 12,323 98 

(2)債券    

国債・地方債等 44 44 0 

社債 9 10 0 

その他    

(3)その他 529 327 △201 

合計 12,808 12,706 △101 

 

３．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,723 

非上場外国債券 6,438 
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Ⅲ．前連結会計年度末（平成14年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

その他 1,600 1,582 △17 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 11,741 12,218 477 

(2)債券    

国債・地方債等 92 94 1 

社債 89 92 2 

その他    

(3)その他 529 366 △162 

合計 12,453 12,772 318 

（注）その他有価証券で時価のある株式について、9,086百万円減損処理を行っている。 

 

３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,234 

非上場外国債券 6,345 
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（デリバティブ取引関係） 

Ⅰ．前中間会計期間末（平成13年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

金利 スワップ取引    

 受取固定・支払変動 25,000 1,692 1,692 

 受取変動・支払固定 25,000 △1,574 △1,574 

合計 50,000 118 118 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

 

Ⅱ．当中間会計期間末（平成14年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

金利 スワップ取引    

 受取固定・支払変動 25,000 2,142 2,142 

 受取変動・支払固定 25,000 △2,155 △2,155 

合計 50,000 △13 △13 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

 

Ⅲ．前連結会計年度末（平成14年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

金利 スワップ取引    

 受取固定・支払変動 25,000 1,720 1,720 

 受取変動・支払固定 25,000 △1,752 △1,752 

合計 50,000 △32 △32 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

 

 



－  － 

 

 

42 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成13年４月１日 至平成13年９月30日） 

 
住宅事業 
（百万円） 

環境・ラ
イフライ
ン事業 
（百万円） 

高機能プ
ラスチッ
クス事業 
（百万円） 

その他事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高        

(1)外部顧客に対する売
上高 

218,057 85,515 88,774 34,763 427,111 － 427,111 

(2)セグメント間の内部
売上高 

28 7,184 2,951 16,904 27,069 (27,069) － 

計 218,086 92,699 91,726 51,668 454,180 (27,069) 427,111 

営業費用 218,451 95,695 90,044 53,529 457,720 (27,402) 430,317 

営業利益又は営業損失
(△) 

△364 △2,995 1,681 △1,860 △3,539 333 △3,205 

 

当中間連結会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日） 

 
住宅事業 
（百万円） 

環境・ラ
イフライ
ン事業 
（百万円） 

高機能プ
ラスチッ
クス事業 
（百万円） 

その他事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高        

(1)外部顧客に対する売
上高 

199,859 81,843 79,856 27,308 388,867 － 388,867 

(2)セグメント間の内部
売上高 

80 7,560 2,887 10,429 20,958 (20,958) － 

計 199,940 89,404 82,743 37,737 409,826 (20,958) 388,867 

営業費用 197,574 91,007 77,656 39,641 405,879 (21,482) 384,397 

営業利益又は営業損失
(△) 

2,365 △1,602 5,087 △1,903 3,947 523 4,470 

 



－  － 
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前連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日） 

 
住宅事業 
（百万円） 

環境・ラ
イフライ
ン事業 
（百万円） 

高機能プ
ラスチッ
クス事業 
（百万円） 

その他事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高        

(1)外部顧客に対する売
上高 

415,806 180,634 177,843 71,211 845,496 － 845,496 

(2)セグメント間の内部
売上高 

73 14,310 5,615 33,322 53,322 (53,322) － 

計 415,879 194,945 183,459 104,534 898,818 (53,322) 845,496 

営業費用 417,638 197,991 179,388 107,640 902,660 (54,070) 848,590 

営業利益又は営業損失
(△) 

△1,759 △3,046 4,070 △3,106 △3,841 747 △3,093 

 （注） 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

① 事業区分は製造方法及び製品の類似性、販売経路の共通性等各種の類似性により決定している。 

② 各事業区分の主要な製品 

 ［住宅事業］‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ユニット住宅、宅地等 

 ［環境・ライフライン事業］‥‥‥‥ 合成樹脂製のパイプ、雨とい、屋根材、浴室ユニット等 

 ［高機能プラスチックス事業］‥‥‥ 可塑剤、接着剤、合わせガラス用中間膜、産業用品、テープ、発

泡製品、フィルム、生活用品、臨床検査関連製品等 

 ［その他事業］‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 機械及び金型、サービス、農業及び建設用資材等 

 



－  － 
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【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成13年４月１日 至平成13年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本国」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略している。 

 

当中間連結会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日） 

 
日本 
（百万円） 

米国 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

アジア 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高         

(1)外部顧客に対する売上高 364,272 8,484 10,220 4,860 1,030 388,867 － 388,867 

(2)セグメント間の内部売上
高 

9,131 566 160 171 5 10,034 (10,034) － 

計 373,403 9,050 10,381 5,031 1,035 398,902 (10,034) 388,867 

営業費用 370,277 9,093 9,366 5,050 943 394,731 (10,334) 384,397 

営業利益又は営業損失
(△) 

3,126 △42 1,014 △19 92 4,171 299 4,470 

 

前連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日） 

 
日本 
（百万円） 

米国 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

アジア 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高         

(1)外部顧客に対する売上高 794,391 20,303 18,861 9,493 2,447 845,496 － 845,496 

(2)セグメント間の内部売上
高 

14,193 1,602 646 434 7 16,883 (16,883) － 

計 808,584 21,905 19,508 9,927 2,454 862,380 (16,883) 845,496 

営業費用 813,092 21,485 18,285 9,802 2,261 864,927 (16,337) 848,590 

営業利益又は営業損失
(△) 

△4,507 420 1,222 124 192 △2,547 (546) △3,093 

 （注）１．国又は地域の区分の方法は、おおむね地理的近接度によっている。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域 

 ［米国］‥‥‥‥ 米国 

 ［欧州］‥‥‥‥ ドイツ、イギリス、オランダ、スイス 

 ［アジア］‥‥‥ タイ、韓国、シンガポール、中国 

 ［その他］‥‥‥ メキシコ、オーストラリア 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成13年４月１日 至平成13年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略している。 

 

当中間連結会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略している。 

 

前連結会計年度（自平成13年４月１日 至平成14年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略している。 

 



－  － 
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（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

570円59銭 500円11銭 503円83銭 

１株当たり中間純損失金額 １株当たり中間純損失金額 １株当たり当期純損失金額 

22円15銭 1円74銭 96円75銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

－ － － 

 （追加情報）  

  当中間連結会計期間から「１株当

たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第４号）を適用している。 

 なお、同会計基準及び適用指針を

前中間連結会計期間及び前連結会計

年度に適用した場合の１株当たり情

報については、それぞれ以下のとお

りとなる。 

 

 
 

前中間連結会計
期間 

前連結会計年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

572円43銭 505円03銭 

１株当たり中間
純損失金額 

１株当たり当期
純損失金額 

22円33銭 97円56銭 

潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益金額 

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額 

－ － 

  

 

 （注）１．当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失金額が計上されているため記載していない。 



－  － 
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２．１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

中間（当期）純損失（百万円） － 929 － 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失
（百万円） 

－ 929 － 

期中平均株式数（千株） － 533,932 － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－ 新株予約権１種類（新

株予約権の数925

個）。これらの詳細

は、「第４提出会社の

状況、１株式等の状

況、(2)新株予約権等

の状況」に記載のとお

りである。 

 このほかに、旧商法

に基づく自己株式方式

によるストックオプ

ション（２種類、

1,025,000株）があ

る。 

－ 

 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

 当社グループは、平成13年９月20

日及び平成13年11月15日の中間決算

に関する発表において「緊急経営施

策」を公表した。 

 なお、「緊急経営施策」の詳細に

ついては、「第２ 事業の状況、

３．対処すべき課題」に記載のとお

りである。 

 この「緊急経営施策」の実施によ

り、当中間連結会計期間が属する連

結会計年度の財政状態及び経営成績

に重要な影響を及ぼす早期退職によ

る割増退職金等の発生が見込まれ

る。 

 ただし、これらの影響額について

は、未だ不確定要素があり合理的に

見積ることは困難であるため記載し

ていない。 

────── ────── 

 

(2）【その他】 

 該当事項なし 

 



－  － 
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成14年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  8,456   10,221   15,780   

２．受取手形 ※7 11,151   7,080   11,396   

３．売掛金  68,413   43,298   51,575   

４．棚卸資産  23,364   19,732   21,361   

５．未収入金  24,863   22,945   24,381   

６．その他 ※2 16,826   18,695   15,735   

７．貸倒引当金  △1,054   △2,417   △359   

流動資産合計   152,022 27.6  119,556 23.2  139,872 26.0 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1          

(1）建物 ※3 35,217   33,893   34,694   

(2）機械装置 ※3 30,162   26,653   28,796   

(3）土地  40,833   40,868   40,892   

(4）その他 ※3 18,917   17,449   17,325   

計  125,131   118,864   121,709   

２．無形固定資産  5,760   5,722   5,968   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  18,285   13,715   14,282   

(2）関係会社株式  209,667   211,154   211,003   

(3）繰延税金資産  30,686   37,659   37,530   

(4）その他 ※2 10,821   10,045   9,162   

(5）貸倒引当金  △958   △1,539   △933   

計  268,503   271,035   271,045   

固定資産合計   399,395 72.4  395,623 76.8  398,723 74.0 

資産合計   551,418 100.0  515,179 100.0  538,595 100.0 

           

 

 



－  － 
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前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成14年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※7 2,462   1,611   2,231   

２．買掛金  62,380   53,185   57,055   

３．短期借入金  8,507   2,007   8,565   

４．コマーシャルペー 
パー 

 30,000   29,000   40,000   

５．１年以内に償還予定
の転換社債 

 16,499   －   16,499   

６．未払法人税等  74   508   111   

７．引当金           

(1）賞与引当金  3,327   2,437   3,043   

(2）その他  635   517   555   

計  3,962   2,954   3,599   

８．その他 ※6 32,212   27,894   31,277   

流動負債合計   156,100 28.3  117,162 22.7  159,341 29.6 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  25,000   25,000   25,000   

２．長期借入金  27,077   47,044   27,063   

３．退職給付引当金 ※5 64,346   58,037   57,892   

４．その他  2,108   2,119   2,115   

固定負債合計   118,532 21.5  132,200 25.7  112,070 20.8 

負債合計   274,632 49.8  249,363 48.4  271,412 50.4 

 

 



－  － 
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前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成14年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   100,002 18.1  － －  100,002 18.6 

Ⅱ 資本準備金   109,234 19.8  － －  109,234 20.3 

Ⅲ 利益準備金   10,363 1.9  － －  10,363 1.9 

Ⅳ その他の剰余金           

１．任意積立金  55,756   －   55,756   

２．中間未処分利益又は
当期未処理損失
（△） 

 4,953   －   △7,581   

その他の剰余金合計   60,709 11.0  － －  48,174 8.9 

Ⅴ その他有価証券評価差
額金 

  △3,523 △0.6  － －  △103 △0.0 

Ⅵ 自己株式   － －  － －  △487 △0.1 

資本合計   276,785 50.2  － －  267,182 49.6 

           

Ⅰ 資本金   － －  100,002 19.4  － － 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  －   109,234   －   

資本剰余金合計   － －  109,234 21.2  － － 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  －   10,363   －   

２．任意積立金  －   43,947   －   

３．中間未処分利益  －   3,368   －   

利益剰余金合計   － －  57,678 11.2  － － 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

  － －  △282 △0.0  － － 

Ⅴ 自己株式   － －  △816 △0.2  － － 

資本合計   － －  265,816 51.6  － － 

負債資本合計   551,418 100.0  515,179 100.0  538,595 100.0 

 

 



－  － 
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   210,178 100.0  183,532 100.0  409,057 100.0 

Ⅱ 売上原価   165,862 78.9  138,014 75.2  318,362 77.8 

売上総利益   44,316 21.1  45,518 24.8  90,695 22.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   47,321 22.5  42,412 23.1  93,175 22.8 

営業利益又は営業損
失（△） 

  △3,005 △1.4  3,105 1.7  △2,480 △0.6 

Ⅳ 営業外収益 ※1  5,814 2.7  5,044 2.7  10,892 2.7 

Ⅴ 営業外費用 ※2  2,149 1.0  2,944 1.6  4,844 1.2 

経常利益   659 0.3  5,205 2.8  3,567 0.9 

Ⅵ 特別利益   601 0.3  － －  1,440 0.3 

Ⅶ 特別損失           

１．構造改善費用 ※3 5,511   2,914   20,129   

２．その他 ※3 530 6,041 2.9 1,050 3,964 2.2 10,181 30,311 7.4 

税引前中間純利益又
は税引前中間（当
期）純損失（△） 

  △4,781 △2.3  1,241 0.6  △25,303 △6.2 

法人税、住民税及び
事業税 

※5 △2,359   484   87   

法人税等調整額  － △2,359 △1.1 － 484 0.2 △12,049 △11,962 △2.9 

中間純利益又は中間
（当期）純損失
（△） 

  △2,422 △1.2  757 0.4  △13,341 △3.3 

前期繰越利益   7,375   2,611   7,375  

中間配当額   －   －   1,615  

中間未処分利益又は
当期未処理損失
（△） 

  4,953   3,368   △7,581  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

‥‥‥移動平均法に基づく原価

法 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

‥‥‥移動平均法に基づく原価

法 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

‥‥‥移動平均法に基づく原価

法 

満期保有目的の債券 

‥‥‥移動平均法に基づく原価

法 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

‥‥‥移動平均法に基づく原価

法 

(2）満期保有目的の債券 

‥‥‥移動平均法に基づく原価

法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

‥‥‥中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(3）その他有価証券 

①時価のあるもの 

‥‥‥中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(3）その他有価証券 

①時価のあるもの 

‥‥‥決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

‥‥‥移動平均法に基づく原価

法 

②時価のないもの 

‥‥‥移動平均法に基づく原価

法 

②時価のないもの 

‥‥‥移動平均法に基づく原価

法 

   

２．デリバティブの評価基準及び評価方

法 

‥‥‥時価法 

２．デリバティブの評価基準及び評価方

法 

同左 

２．デリバティブの評価基準及び評価方

法 

同左 

   

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品 

‥‥‥総平均法に基づく原価法 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）製品 

‥‥‥総平均法に基づく原価法 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

販売用土地 

‥‥‥個別法に基づく原価法 

(2）販売用土地 

‥‥‥個別法に基づく原価法 

 

原材料 

‥‥‥移動平均法に基づく原価

法 

(3）原材料 

‥‥‥移動平均法に基づく原価

法 

 

仕掛品 

‥‥‥移動平均法（一部個別

法）に基づく原価法 

(4）仕掛品 

‥‥‥移動平均法（一部個別

法）に基づく原価法 

 

未成販売用土地 

‥‥‥個別法に基づく原価法 

(5）未成販売用土地 

‥‥‥個別法に基づく原価法 
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前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 建物（建物付属設備を除く）につ

いては定額法を、その他の有形固定

資産については定率法を採用してい

る。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 建物（建物付属設備を除く）につ

いては定額法を、その他の有形固定

資産については定率法を採用してい

る。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

建物 

‥‥３～50年 

機械装置 

‥‥４～13年 

建物 

‥‥３～50年 

機械装置 

‥‥４～17年 

 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における見込利用可能

期間（５年）に基づいている。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

   

５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してい

る。 

５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

５．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与（使用人兼務取締役の

使用人分を含む）の支給に充てるた

め、当中間会計期間末直前支給額を

基礎とした見積額を計上している。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与（使用人兼務取締役の

使用人分を含む）の支給に充てるた

め、期末直前支給額を基礎とした見

積額を計上している。 
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前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

(3）退職給付引当金 

 従業員退職金及び役員退職慰労金

の支出に充てるため、従業員分につ

いては当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生

していると認められる額を、また、

役員分については内規に基づき計算

された当事業年度における見積額を

期間に基づき配分し計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしている。 

(3）退職給付引当金 

 従業員退職金及び役員退職慰労金

の支出に充てるため、従業員分につ

いては当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生

していると認められる額を、また、

役員分については内規に基づき計算

された当事業年度における見積額を

期間に基づき配分し計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理している。 

(3）退職給付引当金 

 従業員退職金及び役員退職慰労金

の支出に充てるため、従業員分につ

いては当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、また、役員分については内規に

基づき計算された金額の全額を計上

している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理している。 

   

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理している。 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨へ

の換算基準 

同左 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理している。 

   

７．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によってい

る。 

７．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

７．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によってい

る。 

   

８．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 原則として、時価評価されている

ヘッジ手段に係る損益又は評価差額

を、ヘッジ対象に係る損益が認識さ

れるまで資産又は負債として繰り延

べる方法による。なお、金利スワッ

プのうち「金利スワップの特例処

理」の要件を満たすものについて

は、金利スワップを時価評価せず、

その金銭の受払の純額を当該資産又

は負債に係る利息に加減している。 

８．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 
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前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① 資金の調達に係る金利変動リス

ク 

 借入金や社債などをヘッジ対象

として、金利スワップをヘッジ手

段として用いる。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① 資金の調達に係る金利変動リス

ク 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① 資金の調達に係る金利変動リス

ク 

同左 

② 外貨建資産・負債に係る為替変

動リスク 

 外貨建の仕入・売上に係る金銭

債権債務や、海外投融資などを

ヘッジ対象として、為替予約を

ヘッジ手段として用いる。 

② 外貨建資産・負債に係る為替変

動リスク 

 外貨建の現金及び預金、海外投

融資などをヘッジ対象として、為

替予約をヘッジ手段として用い

る。 

② 外貨建資産・負債に係る為替変

動リスク 

外貨建の仕入・売上に係る金銭

債権債務や海外投融資などをヘッ

ジ対象として、為替予約をヘッジ

手段として用いる。 

(3）ヘッジ方針 

 デリバティブ取引は、業務遂行

上、金融商品の取引を行うに当たっ

て抱える可能性のある市場リスクを

適切に管理し、当該リスクの低減を

図ることを目的とする場合に限る。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計又は相場変動とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変動の累計

又は相場変動を比較し、両者の変動

額等を基礎にして、ヘッジの有効性

を評価している。ただし、特例処理

によっている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略している。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

   

９．消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。 

９．消費税等の会計処理 

同左 

９．消費税等の会計処理 

同左 

 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

 前中間期まで中間貸借対照表において投資その他の資

産「その他」に含めていた繰延税金資産は、当中間期よ

り「繰延税金資産」として区分表示している。 

 なお、前中間期に投資その他の資産「その他」に含め

ていた繰延税金資産の金額は20,963百万円である。 

────── 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

────── （自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

 当中間期から「自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第1号）を適用して

いる。これによる当中間期の損益に

与える影響は軽微である。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間期における中間貸借

対照表の資本の部については、改正

後の中間財務諸表等規則により作成

している。これに伴い、前中間期に

おいて資産の部に計上していた「自

己株式」(流動資産0百万円、固定資

産476百万円)は、当中間期末におい

ては資本に対する控除項目としてい

る。 

────── 

────── ────── （自己株式） 

 前期において資産の部に計上して

いた「自己株式」(流動資産0百万

円、固定資産251百万円)は、財務諸

表等規則の改正により当期末におい

ては資本の部の末尾に表示してい

る。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度末 
（平成14年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

208,486百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

205,033百万円である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

209,196百万円である。 

   

※２．自己株式 

 中間会計期間末残高には下記の

自己株式が含まれている。 

※２．    ───── ※２．    ───── 

 
流動資産  

その他  

1,427株 0百万円 

投資その他の資産 

その他  

1,025,000株 476百万円 
  

  

   

※３．圧縮記帳額 

 国庫補助金等の受入れにより、

下記の圧縮記帳額を当該資産の取

得価額から控除している。 

※３．圧縮記帳額 

 国庫補助金等の受入れにより、

下記の圧縮記帳額を当該資産の取

得価額から控除している。 

※３．圧縮記帳額 

 国庫補助金等の受入れにより、

下記の圧縮記帳額を当該資産の取

得価額から控除している。 
 

建物 92百万円 

機械装置 150 

工具器具備品 68 
  

 
建物 92百万円 

機械装置 146 

工具器具備品 68 
  

 
建物 92百万円 

機械装置 150 

工具器具備品 68 
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前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度末 
（平成14年３月31日） 

 ４．保証債務 

 下記の債務についてそれぞれ保

証・保証予約等を行っている。 

 ４．保証債務 

 下記の債務についてそれぞれ保

証・保証予約等を行っている。 

 ４．保証債務 

 下記の債務についてそれぞれ保

証・保証予約等を行っている。 
 
(1）ユニット住宅購入
者が利用する住宅
ローン 

25,147百万円 

(2）従業員持家制度促
進のための住宅
ローン 

9,673 

(3）関係会社の借入債務 

積水リース㈱ 25,000 

Sekisui America 
Corporation 

2,365 

Sekisui TA 
Industries,Inc. 
(13,000千米ドル) 

1,565 

Sekisui-Alveo 
B.V. 
(13,953千ユーロ) 

1,545 

Sekisui S-Lec 
B.V. 
(13,150千ユーロ) 

1,456 

Thai Sekisui  
Foam Co.,Ltd. 
(10,900千米ドル) 

1,312 

Pilon Plastics 
Pty.Ltd. 
(10,900千豪ドル) 

662 

Sekisui(U.K.) 
Ltd. 

(3,150千ポンド) 

566 

Sekisui S-Lec 
Mexico S.A. de  
C.V. 他１社 
(630千米ドル他) 

75 

計 69,370 
  

 
(1）ユニット住宅購入
者が利用する住宅
ローン 

20,983百万円 

(2）従業員持家制度促
進のための住宅
ローン 

6,430 

(3）関係会社の借入債務 

㈱セキスイアカウン
ティングセンター 

14,000 

Sekisui TA 
Industries,Inc. 
(18,679千米ドル) 

2,309 

Sekisui S-Lec  
Thailand Co.,Ltd. 
(467,790千タイ・
バーツ) 

1,361 

Sekisui S-Lec 
B.V. 
(10,522千ユーロ) 

1,282 

Thai Sekisui  
Foam Co.,Ltd. 
(9,300千米ドル) 

1,149 

Sekisui-Alveo 
B.V. 
(8,508千ユーロ) 

1,037 

Pilon Plastics 
Pty.Ltd. 
(10,900千豪ドル) 

753 

Sekisui(U.K.) 
Ltd. 

(2,250千ポンド) 

439 

Sekisui S-Lec 
Mexico S.A. de  
C.V. 
(450千米ドル) 

55 

計 49,803 
  

 
(1）ユニット住宅購入
者が利用する住宅
ローン 

26,231百万円 

(2）従業員持家制度促
進のための住宅
ローン 

7,513 

(3）関係会社の借入債務 

㈱セキスイアカウン
ティングセンター 

14,000 

Sekisui TA 
Industries,Inc. 
(19,000千米ドル) 

2,549 

Sekisui S-Lec 
B.V. 
(11,836千ユーロ) 

1,391 

Thai Sekisui  
Foam Co.,Ltd. 
(10,100千米ドル) 

1,355 

Sekisui-Alveo 
B.V. 
(10,323千ユーロ) 

1,214 

Sekisui S-Lec  
Thailand Co.,Ltd. 
(380,790千タイ・
バーツ) 

1,195 

Pilon Plastics 
Pty.Ltd. 
(11,300千豪ドル) 

828 

Sekisui(U.K.) 
Ltd. 
(2,700千ポンド) 

523 

Sekisui S-Lec 
Mexico S.A. de  
C.V. 
(540千米ドル) 

72 

計 56,877 
  

   

※５．退職給付引当金 

 退職給付引当金には役員分486百

万円を含む。 

※５．退職給付引当金 

 退職給付引当金には役員分598百

万円を含む。 

※５．退職給付引当金 

 退職給付引当金には役員分574百

万円を含む。 

   

※６．未払消費税等 

 仮払消費税等と仮受消費税等を

相殺し、流動負債「その他」に含

めて表示している。 

※６．未払消費税等 

同左 

※６．   ────── 
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前中間会計期間末 
（平成13年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

前事業年度末 
（平成14年３月31日） 

※７．中間期末日満期手形の会計処理に

ついては手形交換日をもって決済

処理している。なお、当中間会計

期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の中間期末日満期

手形が中間会計期間末残高に含ま

れている。 

※７．    ───── ※７．期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処

理している。なお、当事業年度の

末日及びその前日は金融機関の休

日であったため、次の手形が期末

残高に含まれている。 

 
受取手形 2,638百万円 

支払手形 268 
  

 
 

受取手形 2,646百万円 

支払手形 230 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
 
受取利息及び割引
料 

396百万円 

受取配当金 4,021 
  

 
受取利息及び割引
料 

299百万円 

受取配当金 3,390 
  

 
受取利息及び割引
料 

729百万円 

受取配当金 6,363 
  

   

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
 
支払利息 179百万円 

  

 
支払利息 295百万円 

  

 
支払利息 453百万円 

  
   

※３．特別損失のうち主要なもの 

(1）構造改善費用 

 構造改善費用の主な内訳は、事

業形態変更に伴う費用等関係会社

再編関連費用3,648百万円、早期退

職による割増退職金354百万円、生

産拠点集約等に伴う固定資産廃棄

損901百万円（主に機械装置）であ

る。 

※３．特別損失のうち主要なもの 

(1）構造改善費用 

 構造改善費用の主な内訳は、事

業形態変更に伴う費用等関係会社

再編関連費用2,088百万円、事業撤

退に伴う固定資産廃棄損等825百万

円である。 

※３．特別損失のうち主要なもの 

(1）構造改善費用 

 構造改善費用の主な内訳は、事

業形態変更に伴う費用等関係会社

再編関連費用7,182百万円、早期退

職による割増退職金9,591百万円、

生産拠点集約等に伴う固定資産廃

棄損2,050百万円（主に機械装置）

である。 

(2）その他 

 その他の主な内訳は、固定資産

売却損15百万円（うち建物14百万

円）、固定資産除却損515百万円

（うち建物164百万円、機械装置

180百万円）である。 

(2）その他 

 その他の主な内訳は、貸倒引当

金繰入額621百万円、固定資産除却

損428百万円（うち建物121百万

円、機械装置161百万円）である。 

(2）その他 

 その他の主な内訳は、固定資産

売却損29百万円（うち建物23百万

円）、固定資産除却損1,118 百万

円（うち建物547百万円、機械装置

238百万円、工具器具備品150百万

円、ソフトウェア92百万円）であ

る。 

   

 ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額 
 
有形固定資産 6,257百万円 

無形固定資産 790 
  

 
有形固定資産 5,256百万円 

無形固定資産 855 
  

 
有形固定資産 12,805百万円 

無形固定資産 1,681 
  

   

※５．法人税、住民税及び事業税 

 当中間会計期間における税金費用

については、簡便法による税効果会

計を適用しているため、法人税等調

整額は「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示している。 

※５．法人税、住民税及び事業税 

同左 

※５．   ────── 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 
 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

建物 511 288 223 

機械装置 349 206 142 

その他 3,094 1,683 1,410 

合計 3,955 2,179 1,776 

  

 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

建物 526 304 221 

機械装置 217 160 57 

その他 2,643 1,487 1,155 

合計 3,386 1,951 1,435 

  

 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物 544 256 288 

機械装置 302 205 97 

その他 2,847 1,465 1,382 

合計 3,695 1,927 1,767 

  
（注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

（注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

（注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定している。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 
１年内 860百万円 

１年超 916 

計 1,776 
  

 
１年内 745百万円 

１年超 689 

計 1,435 
  

 
１年内 841百万円 

１年超 926 

計 1,767 
  

（注） 未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

している。 

（注） 未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

している。 

（注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当

額 

(3）支払リース料及び減価償却費相当

額 

(3）支払リース料及び減価償却費相当

額 
 
支払リース料 555百万円 

減価償却費相当額 555 
  

 
支払リース料 490百万円 

減価償却費相当額 490 
  

 
支払リース料 1,037百万円 

減価償却費相当額 1,037 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（前中間会計期間末）（平成13年９月30日） 

種類 
中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 975 1,051 76 

関連会社株式 172,622 157,547 △15,074 

合計 173,597 158,599 △14,997 

 

（当中間会計期間末）（平成14年９月30日） 

種類 
中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 975 804 △170 

関連会社株式 172,622 151,212 △21,409 

合計 173,597 152,017 △21,580 

 

（前事業年度末）（平成14年３月31日） 

種類 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 975 794 △181 

関連会社株式 172,622 153,664 △18,958 

合計 173,597 154,458 △19,139 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

 当社グループは、平成13年９月20

日及び平成13年11月15日の中間決算

に関する発表において「緊急経営施

策」を公表した。 

 なお、「緊急経営施策」の詳細に

ついては、「第２ 事業の状況、

３．対処すべき課題」に記載のとお

りである。 

 この「緊急経営施策」の実施によ

り、当中間会計期間が属する事業年

度の財政状態及び経営成績に重要な

影響を及ぼす早期退職による割増退

職金等の発生が見込まれる。 

 ただし、これらの影響額について

は、未だ不確定要素があり合理的に

見積ることは困難であるため記載し

ていない。 

────── ────── 

 

(2）【その他】 

平成14年11月14日開催の取締役会において、第81期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

中間配当による配当金の総額    1,612,721,127 円 

１株当たりの金額               3 円 
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第６【提出会社の参考情報】 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第80期）（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日）平成14年６月28日関東財務局長に提出 

 

(2）訂正発行登録書 

 平成14年６月28日関東財務局長に提出 

 

(3）有価証券届出書及びその添付書類 

 平成14年７月16日関東財務局長に提出 

 

(4）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成14年８月１日関東財務局長に提出 

 

(5）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成13年12月28日 至平成14年３月27日） 平成14年４月11日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成14年３月28日 至平成14年６月27日） 平成14年７月５日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成14年６月28日 至平成14年６月30日） 平成14年７月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成14年７月１日 至平成14年７月31日） 平成14年８月１日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成14年８月１日 至平成14年８月31日） 平成14年９月９日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成14年９月１日 至平成14年９月30日） 平成14年10月９日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成14年10月１日 至平成14年10月31日） 平成14年11月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成14年11月１日 至平成14年11月30日） 平成14年12月12日関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

 該当事項なし 

 

 

 

 



 

 

 

中間監査報告書 

 

   

  平成１３年１２月１４日 

積水化学工業株式会社   

 

 代表取締役社長 大久保 尚武 殿  

 

 新日本監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 鳥家 秀夫   印 

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 小西 忠光   印 

 

 関与社員  公認会計士 村井 城太郎  印 

     

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

積水化学工業株式会社の平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１３年４月１日から平成１３年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社等については、中間監査実施基

準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

 中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認めら

れる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用されており、

また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成１１年

大蔵省令第２４号)の定めるところに準拠しているものと認められた。 

 よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が積水化学工業株式会社及び連結子会社の平成１３年９月３０日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１３年４月１日から平成１３年９月３０日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

特記事項 

 注記事項（重要な後発事象）に記載のとおり、「緊急経営施策」の実施により、当中間連結会計期間が属する連

結会計年度の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす早期退職による割増退職金等の発生が見込まれる。ただ

し、これらの影響額については、未だ不確定要素があり合理的に見積ることは困難であるため記載されていない。 

 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管している。 

 



 

 

 

中間監査報告書 

 

   

  平成１４年１２月１９日 

積水化学工業株式会社   

 

 代表取締役社長 大久保 尚武 殿  

 

 新日本監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 鳥家 秀夫   印 

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 小西 忠光   印 

 

 関与社員  公認会計士 村井 城太郎  印 

     

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

積水化学工業株式会社の平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社等については、中間監査実施基

準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

 中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認めら

れる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用されており、

また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成１１年

大蔵省令第２４号)の定めるところに準拠しているものと認められた。 

 よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が積水化学工業株式会社及び連結子会社の平成１４年９月３０日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管している。 

 



 

 

 

中間監査報告書 

 

   

  平成１３年１２月１４日 

積水化学工業株式会社   

 

 代表取締役社長 大久保 尚武 殿  

 

 新日本監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 鳥家 秀夫   印 

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 小西 忠光   印 

 

 関与社員  公認会計士 村井 城太郎  印 

     

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

積水化学工業株式会社の平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日までの第８０期事業年度の中間会計期間（平

成１３年４月１日から平成１３年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

 中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる

中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、中間財

務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和５２年大蔵省令第３８号)の

定めるところに準拠しているものと認められた。 

 よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が積水化学工業株式会社の平成１３年９月３０日現在の財政状態及び

同日をもって終了する中間会計期間（平成１３年４月１日から平成１３年９月３０日まで）の経営成績に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 

特記事項 

 注記事項（重要な後発事象）に記載のとおり、「緊急経営施策」の実施により、当中間会計期間が属する事業年

度の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす早期退職による割増退職金等の発生が見込まれる。ただし、これ

らの影響額については、未だ不確定要素があり合理的に見積ることは困難であるため記載されていない。 

 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管している。 

 



 

 

 

中間監査報告書 

 

   

  平成１４年１２月１９日 

積水化学工業株式会社   

 

 代表取締役社長 大久保 尚武 殿  

 

 新日本監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 鳥家 秀夫   印 

 

 
代表社員 

関与社員 

 

 
公認会計士 小西 忠光   印 

 

 関与社員  公認会計士 村井 城太郎  印 

     

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

積水化学工業株式会社の平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの第８１期事業年度の中間会計期間（平

成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

 中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる

中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、中間財

務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和５２年大蔵省令第３８号)の

定めるところに準拠しているものと認められた。 

 よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が積水化学工業株式会社の平成１４年９月３０日現在の財政状態及び

同日をもって終了する中間会計期間（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）の経営成績に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管している。 
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